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重要事項説明書

(居宅介護支援事業)

利用者　　　　　　様　
事業者：  　健生西部診療所　　　　  

　居宅介護支援サービスのご紹介　＜重要事項説明書＞
1. サービスの目的

居宅介護支援サービスは、介護保険制度を利用される利用者を対象に、様々な障害を抱えながらも、住み慣れたご自宅で自立した日常生活が送れるよう利用者の心身の状態に応じた、またご家族の希望に添った「居宅介護サービス計画」の作成などを行うものです。

2. サービス担当者

利用者のご相談に応じる担当者は、厚生労働省で定められた試験に合格し、研修を終了した下記の介護支援専門員が担当しますので、ご不明な点などありましたら、何でもご相談ください。
担当介護支援専門員：　　橋本亜希子　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
3. 居宅介護支援事業者の概要

（1） 　居宅介護支援事業者の指定状況およびサービス提供地域

	事業者名
	　健生西部診療所

	所在地
	　〒779-4803　徳島県三好市井川町吉岡１２７番地の2

	連絡先
	電話番号　　０８８３－７８－２２９２

ファックス　０８８３－７６－３７１１


	事業所の指定番号
	居宅介護支援事業  （徳島県    第 ３６１０６１０５２３ 号）

	サービスを提供する実施地域※
	　三好市井川町


· 上記地域以外の方でもご希望の方はご相談ください。

（2） 当事業者の特徴（運営方針）

当事業者は、利用される皆様方の実情と希望を充分配慮し、医療生協や他のサービス事業者との連携を密にして、最も適切なサービスが提供できるような居宅サービス計画の作成を行います。

事業計画及び財務内容に関する資料を一般あるいは利用者及びその家族の求めに応じて開示しています。

（3） 　介護支援専門員等の体制
　　　　管理者(主任介護支援専門員) 　　1名  　
マネージメント業務の総括・代表 ・マネージメント業務の企画調整実施
介護支援専門員　　1名以上
（4） 　営業日・営業時間

月～金曜日　午前９時から午後５時まで

· 但し、国民の休日に関する法律に規定する休日および年末年始（１２月３０日～１月３日）はお休みとなります。
4.　居宅介護支援の利用申し込みから介護サービス提供までの主な流れ

　　（1）　利用者から居宅介護支援サービス利用申し込み

　　（2）　利用者のご自宅を月1回以上訪問し、利用者の心身の状態や置かれている環境等を調査し、可能な限りご自宅で自立した日常生活が送れますよう解決すべき課題を把握・分析します。ただし、一定の条件を設けた上でテレビ電話装置等を活用した場合は、少なくとも2か月に1回の訪問となります。
　　（3）　利用者やご家族の方々が、どのような介護サービスをどの程度の頻度で御利用したいのかご希望をお伺いします。

　　（4）　上記の解決すべき課題やご希望を考慮し、また主治医やサービス事業者と協議して利用者に適した1ヶ月単位の介護サービスの利用計画である｢サービス利用票｣を作成します。また、介護サービスを利用された際に、利用者がご負担することになる利用料の内訳を記載した｢サービス利用票別表｣を作成しますので併せてご確認のご了承いただきます。

　　（5）　サービス利用票に基づき、介護サービスが計画的に提供されます。

　　（6）　介護サービス提供後も継続的に利用者の心身の状態や介護サービスの実施状況を把握　　　　　し必要に応じて「サービス利用票」の変更を行います。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
5.　公正中立なケアマネジメントの確保
　　 (1)　　居宅サービス計画の作成にあたって利用者から介護支援専門員に対して複数の指定居宅サービス事業者等の紹介を求める事ができます。

(2)    居宅介護サービス計画原案に位置付けた指定居宅サービス事業者等の選定理由の説明を求める事ができます。
(3)　　当事業所のケアプランの訪問介護、(地域密着型)通所介護、福祉用具貸与の利用状況は別紙のとおりである
6．虐待防止について
　　　事業所は、利用者の人権の擁護、虐待の発生またはその再発を防止するために必要な措置を講じます。
　　　・同法人内、虐待防止検討委員会に定期的に参加し、学習し徹底します。
　　　・虐待防止について指針を整備します。
　　　・虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は速やかに市町村に通報します。
　
7．業務継続計画の策定について
　　　⑴感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定居宅支援の提供を継続的に実施する為の、及び非常時の体制で早期の業務再開を図る為の計画（業務継続計画）を策定し、当該業務継続計画に従って必要な措置を講じます。
　　　⑵所属事業所に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施しています。
　　　⑶定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行います。
8、身体拘束の禁止
　　　⑴事業所は、サービスの提供に当たっては、利用者又は他の利用者等の生命または身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体拘束を行いません。
　　　⑵事業所は、やむを得ず身体拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむ得ない理由を記録します。
9、ハラスメントについて
　　　事業所は、従業者の安全確保と安心して働き続けられる労働環境が築けるようハラスメントの防止に努めます。
1 事業所内において行われる優越的な関係を背景とした言動や、業務上必要かつ相当な範囲を超える下記の行為は組織として許容しません。
・身体的な力を使って危害を及ぼす（及ぼされそうになった）行為
・個人の尊厳や人格を言葉や態度によって傷つけたり、おとしめたりする行為
・意に沿わない性的言動、好意的態度の要求、性的な嫌がらせ行為
・カスタマーハラスメント（悪質なクレームや理不尽な要求）行為
上記は、当該法人従業者、取引先事業者の方、利用者及びその家族等が対象となります。
2 ハラスメント事案が発生した場合、マニュアル等を基に即座に対応し、再発防止会議等により同事案が発生しない為の再発防止策を検討します。
3 従業者に対し、ハラスメントに対する基本的な考え方について研修等を実施します。又定期的に話し合いの場を設け、ハラスメント発生状況の把握に努めます。
4 ハラスメントと判断された場合には、行為者に対し関係機関への連絡、相談、環境改善に対する必要な措置、利用契約解除等の措置を講じます。
7．　介護サービスを受けるにあたっての重要事項

（1）　利用者にお渡しした「サービス利用票」と異なる事業者からサービスを受けた場合やサービス内容を変更した場合には、必ず担当の介護支援専門員にご連絡ください。ご連絡がないと、利用者が一旦費用の全額を立て替えていただく場合があります。

（2）　被保険者資格を紛失した場合や、要介護状態区分の変更があった場合など、現在お持ちの被保険者証の記載内容に変更があったときには、必ず担当の介護支援専門員にご連絡ください。
(3)　　利用者が病院または診療所に入院する必要が生じた場合には担当の介護支援専門員の氏名及び連絡先を入院先にお伝え下さい。
　　（4）　　訪問会議事業所等から伝達された、利用者の口腔に関する課題や服薬状況、訪問の際に介護支援専門員自身が把握した利用者の状態等について、主治の医師や歯科医師、薬剤師に必要な情報伝達を行います。
　　（5）　介護保険制度上、介護支援専門員の業務は「居宅サービス計画」の作成・他事業所との連絡調整が主になります。以下の内容は、業務外となります。
　　　　　　・利用者の通帳やカードを預かり、保管したりお金を引き出すことはできません。ご自身で管理が難しい場合は、行政の管理サービス等をご紹介することも出来ますのでご相談ください。
　　　　　　・利用者やご家族の便宜のため日常生活の雑務や買い物、外出支援を代行することは出来ません。
　　　　　　・利用者の通院の付き添い、送迎することは、生命の維持に関するような緊急やむを得ない場合を除き出来ません。付き添い等が必要な場合は、別のサービスをご利用いただく場合があるのでご相談下さい。
　　　⑹　利用者が、訪問看護、通所リハビリテーション、訪問リハビリ等の医療系サービスの利用を希望する場合には、主治の医師等の意見を求めます。医療系サービスの利用を開始する場合は、意見を求めた主治の医師等に居宅サービス計画書を交付します。

8、居宅サービス計画の作成以外に提出できるサービス

当事業所では、｢居宅サービス計画｣の作成以外に、利用者のご依頼に基づき、次のサービスを提供することができますのでお気軽にご相談ください。

（1） 利用者のご依頼に基づき、市町村の窓口に、要介護認定の申請（新規・変更・更新）を代行します。

但し代行に当たっては手続き、利用者の被保険者証をお預かりすることになります。

（2） 利用者のご依頼に基づき、市町村の窓口へ居宅サービス計画作成依頼届出書｣を利用者の代わりにお届けします。

（3） その他、介護保険制度に関するご相談に応じます。

9.　居宅介護支援の利用料金

（1）利用料（ケアプラン作成料）
要介護認定を受けられた方は、介護保険から全額給付されるので自己負担はありません。ただし、保険料の滞納により法定代理受領ができなくなった場合、１ヶ月につき要介護度に応じて下記の金額をいただくことになります。料金が発生する場合、月ごと精算とし毎月１０日までに前月分の請求をいたしますので、２０日以内にお支払いください。お支払いいただきますと当事業所からサービス提供証明書を発行いたします。
後日、住民票のある市町村窓口に提出しますと、払い戻しの手続きができます。

（2）交通費

無料です。

10.　事故が発生した場合の対応

　　居宅介護支援の提供時に、利用者に事故が発生した場合には、速やかにし市町村およびご家族の方に連絡するとともに、必要な措置を講じます。

11 .　秘密の保持

　　｢居宅サービス計画｣を作成する中で知り得た利用者やご家族の情報は、ご了解なしに他人に漏らすことはありません。なお、介護サービスが適切且つ円滑に提供されるよう、利用開始時や担当者会議などでサービス事業者に利用者やご家族の情報を提供することがあります。

12 .　サービス内容に関する苦情

（1）当事業者の相談・苦情窓口

当事業者の居宅介護支援に関するご相談・苦情および居宅サービス計画に基づいて提供している各サービスについてのご相談・苦情、また、担当介護支援専門員の変更を希望される方は遠慮なく下記までご連絡ください。迅速に対応します。

※　当事業者の相談・苦情窓口　　　電話番号　 ０８８３－７８－２２９２

※　担当者　橋本亜希子　　　　　　FAX番号　０８８３－７６－３７１１

（2）その他の窓口

当事業者以外に市町村の相談・苦情窓口や国民健康保険団体連合会・介護保険審査会に苦情を伝えることができます。

※　みよし広域連合　　　　　　　電話番号　０８８３－７６－００３０

※　国民健康保険団体連合会　（苦情専用ダイヤル）

　　電話番号　０８８－６６５－７２０５
※　介護保険審査会（県）　　　　電話番号　０８８－６２１－２２１４

13.　その他

　　（１）事業者の運営状況を示す資料として、事業計画および財務内容に関する資料を利用者およびその家族、一般の方の求めに応じて開示・閲覧することができます。

　　（２）利用申込者の判断能力に障害が見られる場合および、何らかの理由で署名できない場合等には、家族・代理人・成年後見人等との契約または第三者の立会人を求めます。

14.　当法人の概要

法人名　　　徳島健康生活協同組合

代表者　　　理事長　　児嶋　誠一
所在地　　　徳島市下助任町４丁目９番地　（ＴＥＬ：088-654-8363）

令和　 年　月　日

居宅介護支援の提供開始にあたり、利用者に対して本書面にもとづいて重要な事項を説明しました。
事業所所在地　　徳島県三好市井川町吉岡127番地の2　
名  称　　　　　健生西部診療所　　　        　  印
説明者　　橋本亜希子　　　　　   　　　　　　　  印
私は、本書面により事業者から居宅介護支援についての重要な事項の説明を受けました。
【利用者】
 住 所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

【代理人】

住 所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　        
氏 名　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　        　印

（利用者との関係：　　　　　　　　          　　）
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